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政府機関等の移転推進に関する取組状況について 

平成30年 10月 25日 
政府機関等対策ＰＴ 

１ 文化庁の京都への本格移転に関連する取組状況について 

（１）東京・京都の二元中継による会議の開催 
10 月 26 日（金）に文化庁が「都道府県・指定都市文化担当主管部課長

会議」を、東京（霞ヶ関庁舎）と京都（地域文化創生本部）を会場として、

ＴＶ会議で二元中継による会議を初開催する。都道府県・指定都市の担当

主管部課長は、東京か京都の会場を選択し参加する。 

（２）「Culture NIPPONシンポジウム」の開催 
11 月 9 日（金）に文化庁主催により「Culture NIPPON シンポジウム」

の京都大会が行われ、関西広域連合もこれを共催する。このシンポジウム

は、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会を日本が誇る文

化や伝統を世界に伝える絶好の機会と捉え、地域の文化資源の発掘・発信、

国際文化交流や共生社会の実現等のため、京都大会を皮切りに、岩手、徳

島、東京の全国 4会場で開催される予定である。 

２ 消費者庁等の徳島県への全面移転に向けた取組状況について 

（１）「消費者志向経営セミナー」の開催 
10 月 19 日（金）に「消費者志向経営

セミナー」を関西経済連合会会議室で開

催した。後援として関西経済連合会、関

西経済同友会、大阪商工会議所、消費者

庁、関西 SDGｓプラットフォームにも参

画いただいた。 

   事業者が消費者の視点に立ち、健全な

市場の担い手として社会的責任を自覚

した事業活動を行う「消費者志向経営」について、消費者庁 太田消費者

調査課長から講演いただくとともに、ACAP（公益社団法人 消費者関連専

門家会議）の坂倉専務理事から取組の事例を発表いただいた。事業者や消

費者行政関係者等４３名が参加し、消費者志向経営について理解を深めた。 
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【子ども統計プログラミング教室の様子】

（２）「文化×消費」の取組が実現 
 「消費者市民社会の構築に関する条例制定記念講演会」の開催 
11 月 12 日（月）には「消費者市民社会の構築に関する条例制定記念講

演会」が徳島県議会主催、徳島県等共催で開催されることとなっており、

関西広域連合も消費者庁等とともにこれを後援する。   

トークセッション「エシカル消費が地域文化を救う」では、消費者庁消

費者教育・地方協力課長と文化庁地域文化創生本部事務局長が登壇される

こととなっており、関西広域連合を介した連携により「文化×消費」の取

組が実現している。

３ 統計データ利活用センターの設置による効果について

（１）「子ども統計プログラミング教室ｉｎ和歌山」の開催 
10 月 13 日（土）、統計データ利活用

センターと和歌山県の共催による「子

ども統計プログラミング教室ｉｎ和

歌山」が開催された。統計を身近に感

じ、統計に関心を持っていただくこと

を目的としており、小学校 3年生から

6 年生の児童計４４名とその保護者が

参加した。 










